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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，国内の小学校段階における学習者が持ち合わせている確率概念に関
わる認知内容の特徴を解明した上で確率教材を開発し，授業実践を通してその効果を検証することであった。研
究の成果として，まず調査研究を通して，小学校段階の学習者は，確率の大きさだけでなく，起こる事象の価値
の大きさも考慮して不確実な事象に対処していることが明らかとなった。次に実践研究を通して，学習者の認知
内容を踏まえて開発した確率教材の効果と課題が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop teaching materials on probability 
after elucidating the characteristics of the cognitive content related to the concept of probability
 possessed by learners at the elementary school level in Japan, and to verify the effects of the 
materials through classroom practices. As a result of the study, it was first shown through survey 
research that learners at the elementary school level deal with uncertain events by considering not 
only the magnitude of the probability but also the magnitude of the value of the event that occurs. 
Second, the effectiveness of and issues with the teaching materials on probability developed based 
on the cognitive content of learners were clarified through educational practices. 

研究分野： 数学教育学，教授学習心理学

キーワード： 確率概念　期待値　小学校　認識調査
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研究成果の学術的意義や社会的意義
スマートフォン利用者の低年齢化に伴い新たな消費スタイルが浸透していく中，小学校段階の学習者の不確実事
象に対する合理的な判断力の育成は喫緊の課題である。しかし数学の他領域に比べると小学校段階における確率
領域の研究成果の蓄積は十分とは言えない。本研究で得られた確率概念に関する認知内容の特徴や実践の効果に
関わる知見は，実証的な立場から検証されたものであり，小学校段階における確率学習への示唆を与えるもので
ある。これらの意味から学術的にも社会的にも意義があったものと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
スマートフォンやタブレット端末利用者の低年齢化に伴い，有料電子くじの高額課金問

題といった小学校段階の学習者の不確実事象に対する合理的な判断力や意思決定能力の弱
さが社会問題化している。新たな消費スタイルが浸透する中，学校数学における確率領域の
教育が果たすべき役割は日増しに高まっている。一方で，本研究で取り組む小学校段階にお
ける確率教育は，日本では教育の現代化といわれた1970年頃に一時盛んに行われたものの，
現在では第 6 学年に「起こりうる場合の数」が扱われることに留まっている。1968 年以降
大幅な改訂は行われておらず，この分野の研究や授業実践が十分に行われているとは言い
難い。これに対し，諸外国では確率領域の学習内容は小学校段階においても重要な学習内容
の一つとして古くから議論されており，オーストラリア，ドイツを始め，少なくとも 22 か
国以上において小学校段階で確率概念に明示的な焦点を当てた学習内容が取り扱われてい
る(Educational Services Incorporated, 1963; LanGrall, 2018)。こうした動きの中，日本に
おいても今日の社会情勢に十分に対応できていないことが問題視され，徐々に小学校段階
における確率教育の重要性が指摘され始めている。 
 
２．研究の目的 
新たな消費スタイルが今後ますます浸透していくことを踏まえれば，有料電子くじ等へ

課金規制といった対処的なアプローチだけでなく，学習者の消費者力の育成を目指した予
防的なアプローチが重要であると考えられる。そこで本研究では，次のことを目的とする。
まず，諸外国の教育動向を踏まえ，国内の小学校段階における学習者の確率概念に関する認
知内容の特徴を解明する。次に，国内の学習者の認知内容を踏まえ，小学校段階における確
率教材を開発し，授業実践を通して効果を検証する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では，小学校段階における学習者を対象に次のような研究を行う。まず調査研究として，
諸外国の小学校段階における確率教育の動向を分析した上で，国内の小学校段階の学習者の確
率概念に関する認知内容を調べる調査問題を開発する。とりわけ確率概念に関わる認知として，
確率の大小比較判断と期待値の大小比較判断に着目した認識調査を行い，その結果を分析する。
次に実践研究として，調査結果を踏まえて開発した確率教材を用いて授業実践を行い，教育の効
果について検証する。最終的には研究のまとめを行い，今後の更なる研究の方向性を見出す。 
 
４．研究成果 
 本研究では，小学校段階に学習者の確率概念に関する認知内容の特徴を明らかにし，その上で
確率教材を開発し，授業実践を通して検証を行った。研究の成果は次の通りである。 
 
（1）小学校段階の学習者における確率概念に関わる認知内容について 
 まず小学校低学年段階として第 1学年の学習者を対象に，不確実性判断課題，確率比較判断課
題を用いた調査を行った。その結果，小学校第 1学年の段階で既に多くの学習者が，不確実事象
と確実事象を区別する視点を獲得している実態が示された。また標本空間の構成に着目して確
率の大小比較判断を行なっていることが確認できた。一方で Fischbein et al(1991)も指摘され
ていた"highly frequent"と"certain"を同一視する誤りだけでなく，確率変数値の大小と確率
の大小とを混同する誤りなども確認された。 
 次に小学校中学年段階として第 4 学年を対象に，確率比較課題を用いた調査を行った。
その結果，割合を未習である学習者が，素朴的にくじの割合に着目して確率を比較している
ことが示された。一方で当たりくじの割合ではなく本数の大小で確率を比較する誤りも確
認された。 
 さらに小学校高学年段階として，第 5，6 学年を対象に，期待値比較課題を用いた調査を
行った。結果の分析では，学習者の期待値判断の実態を捉える枠組みとして Siegler のルール
評価アプローチを用いた。ルール評価アプローチでは，客観的に測定可能な解答パターンから 4
つのルールを取り出すため，実験者の恣意的判断が入りにくいものである(Siegler, 1981; 丸
野, 1982)。その結果，高学年の学習者が持ち合わせているインフォーマルな期待値判断の
実態がルール適用率として新たに示され，多くの学習者が確率値と確率変数値の 2 変数を
考慮した判断を行なっていることが明らかとなった。 
 
（2）小学校段階の確率教育における実践的立場からの検討 
まず小学校低学年段階として第 1 学年を対象にした授業実践を分析した。事前調査と事後調

査を比較した結果，概ねの設問において正答率が増加しており，第１学年を対象とした確率
教育が一定程度の意味を持つと考えらえた。とりわけ"highly frequent"と"certain"を同一視
する誤りについて，事前では正答率 74.4％であったのに対し事後では正答率 89.5％であり，



教授活動によって一定程度修正された。一方で，確率変数値の大小と確率の大小とを混同す
る誤りについては，事前では正答率 25.6％であったのに対し事後では正答率 52.6％であり，
教授活動によって十分に修正されたとは言えず課題も残された。 
次に，小学校中学年段階として第 4 学年を対象にした授業実践を分析した。事前調査と事後

調査を比較した結果，過半数の学習者は，事前課題で確認された誤りが改善していた。一方
で小学校中学年段階の学習者は，事前で想定していた以上に多様な確率比較の方略を持ち
合わせており，個人差が大きいものであり，教授活動の効果が十分にみられない学習者もみ
られた。この点について現行の小学校段階のカリキュラムでは確率概念に明示的な焦点が
当てられた学習内容は取り扱われていない。つまり個人差は解消されずに学年の進行とと
もにさらに広がっていくことが懸念され，これが中等教育段階以降の確率学習の困難性の
要因となっている可能性が指摘された。 
 
（3）本研究の主な成果について 
本研究の成果としてとりわけ重要と考えられる点を以下に示す。諸外国では小学校段階にお

ける確率教育の重要性が議論されカリキュラムにも反映されてきている (Jones. et al. 2007)。
しかしだからと言って国内の小学校段階に確率の学習内容を位置づけただけで妥当性のある確
率教育が保証されるわけではない。とりわけ本研究で明らかとなったのは，1）小学校段階の学
習者は，不確実事象に対して確率の大小だけでなく起こる事象の価値（確率変数値）の大小を考
慮した判断を持ち合わせていること，2）小学校段階の学習者は，確率の大小比較判断と期待値
の大小比較判断とを混同している可能性があること，3）確率判断と期待値判断を混同する誤り
は，国内外でこれまで行われてきた確率の大小比較判断に焦点を当てた教授活動だけでは，十分
に修正されない可能性があること，などである。数学の他領域に比べると小学校段階における
確率領域の実践成果の蓄積は十分とは言えず，研究成果の蓄積は希求されている。本研究で
得られた知見は，実態調査や授業実践といった実証的な立場から検証してものであり，小学校段
階における確率学習の可能性及び妥当性への示唆を与える上で有用である。 
 今後の方向性としては，現行の割合学習と関連させながら小学校高学年段階を対象にした確
率教育の授業実践を行うこと，またカリキュラム開発も視野に入れ，学習時期の妥当性の検証を
行うことを通して確率学習プログラムの開発を進めることである。 
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